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（１）海員学校と海技大学校と航海訓練所を統合すべきとの指摘に
ついて

１．船員関係教育機関については、海員学校は高等学校に相当し初歩の
海技技術を教授する機関、航海訓練所は旧商船大学等からの委託を受
けて実地で海技技術を教授する機関、海技大学校は既に海上経験のあ
る船員に対しより高度な海技技術を教授する再教育機関として、それ
ぞれの立場から船員の育成を実施している。

２．一般に複数の機関を統合した場合には、一般管理費等の削減が可能
となるとともに、組織が大きくなることによって、重点部門に人的、
物的資源を有効に投入することが可能となること等が期待できる。

３．しかしながら、これら船員教育３機関は、船員養成にとってそれぞ
れ欠くことのできない部分を分担しており、仮にこれらを統合したと
してもそれぞれの機関が現在果たしている機能を縮小することは困難
であるため、人的・物的資源の有効投入に関する効果を期待すること
は困難である。

４．また、これら船員教育３機関については、船員の育成を同じく目的
としてはいるが、その職員に求められる資質・技能等は、それぞれに
異なっている。例えば、海員学校は中卒者等を対象としており、船員
としての教育と併せて、人格形成、生活指導等も大きな要素となって
。 、 、 、いる 一方 航海訓練所は 船内において船長をはじめとする教官が

実際の船内作業を通じて実践的な訓練を実施しており、その職員には
船内実務への習熟が不可欠である。また、海技大学校の職員は、高度
の海技技術に習熟している必要がある。したがって、各機関の職員に
関する人的資源の互換性を期待することは困難である。

５．航海訓練所は、海員学校や海技大学校のみではなく、旧商船大学や
商船高専からも委託を受けて航海訓練を行っている。仮に海員学校等
と統合した場合には、旧商船大学等に、訓練計画の策定等において公
平な扱いを受けていないのではないかという不満を生じさせ易くなる
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、 。おそれがあり 航海訓練所の業務運営に悪影響を与える可能性がある

６．前述のとおり、船員教育３機関については、異なる事務を実施して
いるため統合するよりもそれぞれの機関が独立してマネージメントを
行っていくことにより一層効果的な業務運営を行うことができると考
える。
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（２）非公務員化すべきとの指摘について

１．一般に教育機関の役職員の非公務員化については、能力主義、実績
主義に立った新しい人事システムを導入し、産学官連携の強化や外国
人の登用に途を開くといったメリットがあるものと理解できる。

２．しかしながら、一方、優秀な船員の確保は､我が国の海運の健全な
発展の礎であり､船員教育は海事行政と密接に結びついている。この
ため、従来より海事局と船員教育機関は密接に人事交流を図る等連携
に努めてきた。この観点から、公務員型の方がより円滑な人事交流を
確保することができると考える。

． 、 、３ 特に航海訓練所は 危険と隣り合わせである海上が教育の場であり
そうした教育現場において、学生の大切な命をお預かりしていると
いう特殊性があるが、公務員としての身分を有する教官が実際の教
育を行っていることにより、学生及びその保護者に一定の安心感を
与えているという事実がある。

４．また、仮にも実技実習訓練期間中に争議行為が発生し、教育スケジ
ュールに大幅な停滞をもたらすようなことがあれば、その遅れを取
り戻すことは非常に困難であり、優秀な船員の安定的養成に支障を
来たし、我が国の安定的かつ安全な輸送に支障を生じるおそれがあ
る。
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（３）予算の２～３割を削減すべきとの指摘について

１．船員関係３機関は、中期計画にしたがって一般管理費を抑制するほ
か、専門的なノウハウを要しない業務等のアウトソーシングの実施
等経費の節約に努めてきているところである。また、人員について
も中期目標期間末期までに常勤職員数をそれぞれ３～９％削減する
ことにしており、着実に人員削減を進めているところである。
具体的には、平成17年度末までに海員学校では14人、航海訓練所で
は13人、海技大学校では5人の削減をすることとしている。
さらに、中期計画にしたがって、各機関はその業務の範囲内におい
て、授業料の値上げ、各種証明書発行手数料の徴収等により、自己
収入の確保に努めている。
この結果、３機関合計の平成16年度の運営費交付金(9,731百万円)
は独立行政法人への移行当初の平成13年度(10,511百万)に比べて予算
ベースで780百万円減少している。
以上の経費節約及び自己収入の確保については、国土交通省独立行
政法人評価委員会において「中期計画の達成に向けて着実な実施状況
にある」との評価を受けている。

２．このように船員関係３機関は、現中期目標期間中に着実に経費節約
及び自己収入の確保に努めているところであるが、次期中期目標期間
中においても同様に経費節約及び自己収入の確保に努めてまいりた
い。
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（４）業務の民間等への移管やアウトソーシング等を推進すべきと
の指摘について

． 、 、 、１ 船員の養成は 一般の教育と異なり 様々な実習が不可欠であるが
現在の３機関は国からの運営費交付金の交付を受けているのみなら
ず、校舎、寮、船舶等の施設の多くは国から無償で現物出資を受けて
その業務を行っている。このため、仮に船員の養成業務を民間等に移
管した場合に事業の採算性を確保するためには、現行と比較しても学
生に過大な負担をかけることとなるものと考えられ、適切な船員教育
を実施することは、困難となる。

また、船員教育３機関は、長年にわたり船員に対する教育・訓練を
実施することにより、その高度なノウハウを蓄積しているところであ
り、それに匹敵する能力を満たした民間等の機関は現在はない。
以上のことを踏まえれば、各機関が行っている船員養成業務は引き
続きこれらの機関が実施することが適切であると考える。

． 、 、 、 、２ ただし 業務の効率化の観点から それぞれの機関は 宿日直業務
施設管理業務、賄い業務等、専門的なノウハウを要さない業務のアウ
トソーシングを行っているところである。

３．今後とも、業務の更なる効率化のため、管理・間接業務のアウトソ
ーシング等については、拡大することを検討している。
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船員養成の仕組み

上級資格の取得 個別の技能の取得

海技大学校

【再教育】

船舶職員資格取得

航海訓練所

【実地教育】

【 】実習期間 実習期間 乗船履歴取得

月 月 実習期間９月 実習期間９月12 12

東京海洋大学

海員学校神戸大学 商船高等

（専修科） 海員学校（旧商船大） 専門学校

（本科）

高等学校 高等学校
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独立行政法人海員学校組織図
平成16年4月1日現在

本 部

理事長 理 事 総務部 総務課

会計課理事会
教務部

監 事
(非常勤)

校 長 庶務課

教務課学校名
・小樽海上技術学校

学生課・宮古海上技術学校
※海上技術学校においては「指導課」とする。・館山海上技術学校
教 諭・唐津海上技術学校

・口之津海上技術学校
・沖縄海上技術学校
・波方海上技術短期大学校
・清水海上技術短期大学校
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独立行政法人航海訓練所組織図

（平成16年６月16日現在）
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独立行政法人海技大学校組織図

平成16年4月1日現在
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